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平成１５年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１５年度 平成１４年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 503,669,298,809 516,926,203,875 △13,256,905,066 △2.6

歳 出 総 額 Ｂ 491,646,911,721 504,539,587,078 △12,892,675,357 △2.6

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 12,022,387,088 12,386,616,797 △364,229,709 △2.9
（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 10,676,615,283 10,965,483,898 △288,868,615 △2.6

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 1,345,771,805 1,421,132,899 △75,361,094 △5.3

前年度実質収支額 Ｆ 1,421,132,899 2,636,423,168

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ △75,361,094 △1,215,290,269 1,139,929,175 93.8

財政調整基金積立額 Ｈ 751,683,276 8,279,594 743,403,682 8978.7

地方債繰上償還額 Ｉ 0 0

Ｊ 0 0財政調整基金積立金取崩額

実質単年度収支額
Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ 676,322,182 △1,207,010,675 1,883,332,857 156.0

○ 歳入総額は、５，０３６億６，９２９万８，８０９円
歳出総額は、４，９１６億４，６９１万１，７２１円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より１３２億５，６９０万円余、２．６％の減、歳出は、１２８億
９，２６７万円余、２．６％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１２０億２，２３８万円余で、平成１５年度への繰越財源
額１０６億７，６６１万円余を差し引いた実質収支額は、１３億４，５７７万円余の黒字となっ
た。

○ 平成１５年度の実質収支額から、前年度実質収支額の１４億２，１１３万円余を差し引いた
単年度収支額は、７，５３６万円余の赤字となった。

さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額７億５，１６８万円余を加えた実質単年度収支額
は、６億７，６３２万円余の黒字に転じた。
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（歳入の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，４５３億１，４７８万７，１４８円

調 定 額 ５，０８９億１，２６６万７，１６２円

収 入 済 額 ５，０３６億６，９２９万８，８０９円

不納欠損額 ３億５，３１８万３，６６９円

収入未済額 ４８億９，０１８万４，６８４円

収入率は、予算現額に対し９２．４％、調定額に対し９９．０％となった。

（前年度収入率 対予算現額９０．１％、対調定額９９．０％）

また、収入済額を前年度と比べると、１３２億５，６９０万円余、２．６％の減となった。

（前年度増減率 ３．２％減）

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないものと、法令等に根拠を置き認定された

ものであるが、このうち主なものは県税である。

収入未済額は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８６．８％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が８．４％を占めている。

○主なもの

県 税

収入済額は、８３９億８，３６６万円余で、前年度に比べ、２億５，１５６万円余、０．３％

の減となった。

これは、法人事業税 ２３億３，９４４万円、法人県民税 ４億２，３６８万円の増、

県民税利子割 １０億７，０８６万円、個人県民税 ６億６，８５６万円、不動産取得税

４億８，１９１万円、地方消費税 ３億４，２８０万円、自動車税 ２億３，１２８万円、

軽油引取税 １億７，３５１万円の減等によるものである。

地方消費税清算金

収入済額は、１７８億１，７９４万円余で、前年度に比べ、２０億８８０万円余、１２．７％

の増となった。

地方譲与税

収入済額は、１７億４，２８５万円余で、前年度に比べ、４億１，３０１万円余、３１．１％

の増となった。

これは、地方道路譲与税 ４億１，２１０万円、石油ガス譲与税 ９１万円の増によるも

のである。

地方特例交付金

収入済額は、１４億４，７９３万円余で、前年度に比べ、８億３，９８５万円余、１３８．１％

の増となった。
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地方交付税

収入済額は、１，４１８億５，６６５万円余で、前年度に比べ、１５２億１，９７５万円余、

９．７％の減となった。

これは、普通交付税 １４９億３，６７８万円の減等によるものである。

分担金及び負担金

収入済額は、５５億９，７９８万円余で、前年度に比べ、２１億５，６９０万円余、

２７．８％の減となった。

これは、社会福祉費負担金 １５億６，７１３万円、農地費負担金 ４億６，４４６万円

の減等によるものである。

使用料及び手数料

収入済額は、９３億２，８８８万円余で、前年度に比べ、１億６，１５６万円余、１．８％

の増となった。

これは、社会福祉費使用料 ３億３１万円、児童福祉費使用料 １億２４９万円の増、

証紙収入 １億８，７４４万円、社会教育費使用料 ６，０８５万円の減等によるものである。

国庫支出金

収入済額は、９８７億４，２７７万円余で、前年度に比べ、６，７７０万円余、０．１％の

減となった。

これは、農林水産業費国庫補助金 １７億３７７万円、民生費国庫補助金 １０億９，１８０

万円、土木費国庫補助金 ９億６，３２２万円の増、教育費国庫負担金 １８億８，３７０

万円、民生費国庫負担金 １４億４，６９６万円、災害復旧費国庫補助金 １０億５，１２０

万円の減等によるものである。

財産収入

収入済額は、１５億３，０５３万円余で、前年度に比べ、１０億３，２４７万円余、

２０７．３％の増となった。

これは、不動産売払収入 １０億５５万円、出えん金返還収入 ２，４２５万円の増等に

よるものである。
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繰 入 金

収入済額は、１７億６，７３９万円余で、前年度に比べ、８億７７２万円余、３１．４％の

減となった。

これは、緊急地域雇用創出特別基金繰入金 ４億２，４２８万円、公共施設整備等事業基

金繰入金 ２億円、介護保険財政安定化基金繰入金 １億６，２２８万円の減等によるもの

である。

諸 収 入

収入済額は、２０４億７，２５２万円余で、前年度に比べ、５億３，９８８万円余、２．６

％の減となった。

これは、受託事業収入 ３億１４９万円、貸付金等償還金 ２億３，１４７万円の減等に

よるものである。

県 債

収入済額は、１，０６４億９，４３５万円余で、前年度に比べ、２１億４，５１３万円余、

２．１％の増となった。

これは、臨時財政対策債 １９２億３，５５０万円の増、一般補助事業債 １３２億

１，２９７万円、単独事業債 ４１億６，４４０万円の減等によるものである。
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（歳出の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，４５３億１，４７８万７，１４８円

支 出 済 額 ４，９１６億４，６９１万１，７２１円

翌年度繰越額 ４２３億７，９８６万１，２６８円

不 用 額 １１２億８，８０１万４，１５９円

支出済額は、前年度に比べ１２８億９，２６７万円余、２．６％の減となっている。

（前年度増減率 ３．２％減）

予算現額に対する執行率は、９０．２％であり、前年度の執行率８７．９％に比べ、２．３

ポイントの増となっている。

○主なもの

総 務 費

支出済額は、３０２億４，９８０万円余で、前年度に比べ、２億８，７１４万円余、１．０
％の増となった。

これは、衆議院議員選挙費 ７億８，２０３万円、市町村合併推進費 ６億８，１０１万円、
退職手当 ４億３，５５１万円、県議会議員選挙費 ２億２，０３９万円の増、本庁本館改
修費１９億２，７７８万円の減等によるものである。

民 生 費

支出済額は、３４１億５，５４６万円余で、前年度に比べ、５０億３，３００万円余、

１２．８％の減となった。

これは、老人福祉施設整備費 １７億４，１６０万円、知的障害者援護費 １６億７，２１６

万円、県立施設管理委託費 １４億１，０２８万円の減等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１３６億７，９７２万円余で、前年度に比べ、６億６，７８３万円余、５．１％
の増となった。

これは、病院会計繰出金 ８億２，７００万円の増等によるものである。

労 働 費

支出済額は、２２億４，７６４万円余で、前年度に比べ、１３億３，９８５万円余、
３７．３％の減となった。

これは、緊急地域雇用創出特別基金積立金 ８億５，０１５万円、緊急地域雇用創出特別
基金補助金 ２億１，５８３万円の減等によるものである。
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農林水産業費

支出済額は、５４４億４，６１３万円余で、前年度に比べ、６３億２，７１５万円余、

１０．４％の減となった。

これは、土地改良費 ２８億６，６７７万円、復旧治山費 ７億９，６０７万円、林道開

設費 ７億１，９７２万円、山村地域活性化林道整備事業費 ６億３，２６１万円、県産材

需要活性化事業費 ５億７，３１９万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、１１１億４，８００万円余で、前年度に比べ、８億５，９５５万円余、８．４

％の増となった。

これは、商工業振興資金特別会計繰出金 ４億８，９４０万円、資金対策費 ３億５，３６０

万円の増等によるものである。

土 木 費

支出済額は、１，１８４億５，１９０万円余で、前年度に比べ、７２億７，８６３万円余、

５．８％の減となった。

これは、河川費 ３７億１，９７８万円、下水道費 １１億３，２４９万円、砂防費

１０億８，５１１万円、住宅費 １０億２，４７８万円の減等によるものである。

警 察 費
支出済額は、２２７億１，０１５万円余で、前年度に比べ、４億１，５６１万円余、１．８
％の減となった。

これは、ヘリポート整備費 １億７，４６２万円の増、退職手当 ２億９，５２２万円、
職員給与費 ２億１５４万円の減等によるものである。

教 育 費
支出済額は、１，０２８億４，９１９万円余で、前年度に比べ、３８億５，９８７万円余、
３．９％の増となった。

これは、県立博物館建設費 ２９億６，１６６万円、美術館展示施設建設費 ２０億
７，９０７万円の増、職員給与費 ２３億２，３４１万円の減等によるものである。

災害復旧費
支出済額は、１１億６，３３６万円余で、前年度に比べ、１６億１，７６０万円余、
５８．２％の減となった。

これは、土木施設災害復旧費 １４億１６４万円の減等によるものである。
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公 債 費
支出済額は、７５１億４，８３９万円余で、前年度に比べ、５，９４２万円余、０．１％の
増となった。

これは、一般公共事業債 １２億６，１７７万円の増、一般単独事業債 ７億６，２７６
万円、災害復旧事業債 ５億８２５万円の減等によるものである。

諸支出金
支出済額は、２４３億５，３３５万円余で、前年度に比べ、３３億４，４６５万円余、
１５．９％の増となった。

これは、県債管理基金積立金 ２０億１２９万円、地方消費税交付金 １０億４７６万円、
財政調整基金積立金 ７億４，３４０万円の増、利子割交付金 ５億１，４００万円の減等
によるものである。
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２ 特別会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１５年度 平成１４年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 167,479,599,475 175,261,924,107 △7,782,324,632 △4.4

歳 出 総 額 Ｂ 157,515,617,391 159,596,835,195 △2,081,217,804 △1.3

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 9,963,982,084 15,665,088,912 △5,701,106,828 △36.4
（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 244,962,992 886,714,546 △641,751,554 △72.4

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 9,719,019,092 14,778,374,366 △5,059,355,274 △34.2

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，６７４億７，９５９万９，４７５円
歳出総額は、１，５７５億１，５６１万７，３９１円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より７７億８，２３２万円余、４．４％の減、歳出は、２０億８，１２１
万円余、１．３％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、９９億６，３９８万円余で、平成１６年度への繰越財源額
２億４，４９６万円余を差し引いた実質収支額は、９７億１，９０１万円余となり、１０会計が
黒字、２会計が収支同額となった。
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○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１０２億９，４３８万円余で、前年度に比べ、３０億６，１３８

万円余、２２．９％の減となった。

これは、造林債 ２２億３，０００万円、事業費県補助金 ３億８，８２１万円、繰越金

２億４，５６０万円、財産貸付収入 ２億３５万円の減等によるものである。

・ 教育奨励資金特別会計は、５，５１２万円余で、前年度に比べ、２３４万円余、４．４％の

増となった。

これは、繰越金 ２６５万円の増等によるものである。

・ 母子寡婦福祉資金特別会計は、３億５，８７８万円余で、前年度に比べ、２，７４１万円余、

８．３％の増となった。

これは、繰越金 ３，３９０万円の増等によるものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、７３億６，８９４万円余で、前年度に比べ、８億１，０３０

万円余、９．９％の減となった。

これは、繰越金 １７億６，００４万円の増、高度化資金貸付金償還金 ２３億２，８５８

万円、高度化資金債 ２億３，３５０万円の減等によるものである。

・ 農業改良資金特別会計は、４億５，６７２万円余で、前年度に比べ、１億１，１９３万円余、

１９．７％の減となった。

これは、農業改良資金償還金 ９，２３１万円の減等によるものである。

・ 市町村振興資金特別会計は、５１億９，４５７万円余で、前年度に比べ、２億２，８７３

万円余、４．６％の増となった。

これは、繰越金 ２億９，１４０万円の増、貸付金元利収入 ６，２６６万円の減による

ものである。

・ 県税証紙特別会計は、４０億７，６６０万円で、前年度に比べ、７，８５１万円余、

２．０％の増となった。

これは、自動車取得税証紙収入 ８，６８８万円の増等によるものである。



- 10 -

・ 集中管理特別会計は、１，１８０億９，７７１万円余で、前年度に比べ、２９億２，２００

万円余、２．４％の減となった。

これは、給与管理収入 ２８億９，９９７万円の減等によるものである。

・ 商工業振興資金特別会計は、６５億８，８５８万円余で、前年度に比べ、１億６，５３５

万円余、２．４％の減となった。

これは、繰入金 ４億８，９４０万円、貸付金元利収入 ６，０７９万円の増、繰越金

７億１，５５４万円の減によるものである。

・ 林業改善資金特別会計は、２億３，０７４万円余で、前年度に比べ、１，２３７万円余、

５．１％の減となった。

これは、木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入 ２，１７６万円の減等によるもので

ある。

・ 流域下水道事業特別会計は、１４７億５，７３３万円余で、前年度に比べ、１０億３，５９９

万円余、６．６％の減となった。

これは、県補助金 ４億８，６８８万円、負担金 ３億４５１万円、繰越金２億３，３９１

万円の減等によるものである。
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○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、８４億９，０６７万円余で、前年度に比べ、２５億５８９万円余、

２２．８％の減となった。

これは、元利償還金 ２１億８，６９１万円、林道費 ２億３，６０２万円の減等による

ものである。

・ 母子寡婦福祉資金特別会計は、９，５０９万円余で、前年度に比べ、２０５万円余、２．１

％の減となった。

これは、寡婦福祉費 ２６０万円の減等によるものである。

・ 中小企業近代化資金特別会計は、３０億５，９４５万円余で、前年度に比べ、３億３，４６１

万円余、９．９％の減となった。

これは、高度化資金貸付金 ４億７，９２２万円の減等によるものである。

・ 農業改良資金特別会計は、３億１４３万円余で、前年度に比べ、８，１４７万円余、２１．３％

の減となった。

これは、資金貸付金 ８，０２３万円の減等によるものである。

・ 市町村振興資金特別会計は、２８億９，３４８万円余で、前年度に比べ、２億９，６９４万円余、

１１．４％の増となった。

これは、市町村振興資金貸付金 ３億１，３９０万円の増等によるものである。

・ 県税証紙特別会計は、４０億６，０２９万円余で、前年度に比べ、６，２２１万円余、

１．６％の増となった。

これは、自動車取得税繰出金 ７，０５８万円の増等によるものである。

・ 集中管理特別会計は、１，１８０億６，５５２万円余で、前年度に比べ、２９億２，５４９

万円余、２．４％の減となった。

これは、給与管理費 ２９億１，４８９万円の減等によるものである。
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・ 商工業振興資金特別会計は、６５億８，８５８万円余で、前年度に比べ、３９億７，７４４

万円余、１５２．３％の増となった。

これは、資金貸付金 ３９億７，７８４万円の増等によるものである。

・ 林業改善資金特別会計は、１億４，７５２万円余で、前年度に比べ、８７０万円余、６．３

％の増となった。

これは、林業改善資金貸付金 ３，０５０万円の増、木材産業等高度化推進資金貸付金

２，１８２万円の減等によるものである。

・ 流域下水道事業特別会計は、１３８億１，０７５万円余で、前年度に比べ、５億７，６９９

万円余、４．０％の減となった。

これは、公債費 １億１，３１１万円の増、流域下水道建設費 ７億６，５７３万円の減

等によるものである。


